
電話

　

(第 1

(第 1

(第 3

単位

人

① 人

② 件

③ 千円

④

①

②

③

163,473 159,089

57,27057,270

158,973 154,589

57,90659,880

160,695

0.50

 その他特財

意　　図 本事業は北海道との共同事業で重度心身障がい者の保健の向上と福祉の増進を図り、医療にかか
る経済的負担を軽減する。

川原　一志

  同　　上

【２ 実　施 （ドゥ）】

20年度決算

 道支出金

目
　
　
的

手
　
　
段

課長職名 平成22年5月28日土谷　繁

北広島市重度心身障害者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例

同条例施行規則

　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

【１ 計　画 （プラン）】

別紙 １

S48

整理番号 重度心身障がい者医療費助成事業事務事業名

部長職名

北広島市

23年度の予定

9,000

4,500

市民環境部市民課

0.50

直接事業費
 地方債

 ① 合　計

　受給者数

指　　　　　標　　　　　値

基 本
指 標

平成22年度

165,195

 一般財源

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

内線663

事務区分

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

作成部署

作成日

1203

■自治事務　　□法定受託事務

平成21年度まで

対　　象
(誰､又は何を)

節）

施策） 医療体制の充実

保険対象の医療費助成
・保険診療の自己負担分に対する一部助成
・現物給付（医療機関から直接市に請求）
・現金給付（医療機関で診療を受けた医療費を受給者へ償還払い）
＊道の補助要綱の改正を受け、Ｈ２０年１０月から精神障害者も助成対象とした。(通院が対象）

・１～３級（ただし、３級にあっては内部疾患に限る）の身体障害者手帳の交付を受けている方
・Aと判定された療育手帳の交付を受けている方など
・１級の精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている方(Ｈ２０年１０月から）

健康と医療

0.50

1,450

39,566 39,007

（単位：千円）

【事業費の推移】

 国支出金

22年度予算21年度決算

上位施策との関連
（総合計画体系）

安全で安心できるまち

事務事業開始年度
根拠法令等

章）

〃  終了予定年度

46,536

56,889

160,695

1,394 1,450 1,450

21年度(確定値)

0.50

4,500

56,88959,527 57,676

165,195

46,536

27,600

5,985

152,040

19.03

1,450

23年度(予定値)

4,500

　総　事　業　費  ①＋④

9,000 9,000 9,000 ③ 1人当り年間平均人件費
人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間）

4,500 ④ ＝②×③

1,394

22年度(予定値）

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

目標値指　　　標　　　名

　受給者数

　受給件数

　給付額

5,890 5,985

活 動
指 標 146,596

27,008 27,600

円

152,040

19.37 19.03件

総事業費/受給件数

受給件数/受給者数

　一人あたり平均受給件数

　１回あたり受診コスト

【指標の定義（算式等）】

成 果

指 標



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

整理番号

見直し

事務事業担当部局による評価【 参 考 】

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

統合

終了

評点区分

前年度の総合判定

内部評価委員会による評価

妥
当
性

休止・廃止

【外部評価】 （外部評価委員会による評価）

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

効
率
性

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

有
効
性

平成23年度に向けた具体的な方向性

統合 終了

拡大重点化総 合 判 定
（方向性）

見直し 休止・廃止

現状継続

1203

法律の義務付けあり

公
平
性

３

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

平成21年度における評価　（現状と課題）

今後の方向性に対する意見

　医療費助成の給付の方法として現物又は現金の両方を認
めており、目的を達成するための手段は有効である。

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

　　　3  適 切　　　　　　　　       ２　改善の余地がある　　　　            １　不適切

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

　医療費の助成により、重度心身障がい者の保健の向上に資し、福祉の
増進が図られることから現状継続とする。

見直し

統合

休止・廃止

終了

【３ 評　価 （チェック）】

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

　受給要件に一定の所得制限を設けて、受益者負担の適正
化を図っている。

チ ェ ッ ク 項 目

　電算システムにより効率的に実施されている。

３

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

拡大重点化

総 合 判 定

（方向性）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

法律の義務付けなし

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

現状継続 現状継続

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

外部評価委員会による評価

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

━現状継続 現状継続

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

３

３

　本事業は心身に重度の障がいのある方が安心して生活が
できるよう、医療費の一部を助成するもので行政の関与が
不可欠であり、また市民や社会の要求にも合致している。



電話

北広島市重度心身障害及びひとり親家庭等の医療費の助成に間する条例

同条例施行規則

(第 1

(第 1

(第 3

・母子家庭、父子家庭及び両親のいない児童など

児童：入院、通院　　　　母・父：入院

単位

人

① 人

② 件

③ 千円

④

①

②

③

9,000

4,500

29,49927,558　総　事　業　費  ①＋④

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000

　給付額

　受給者数 1,350

21年度(確定値) 22年度(予定値）

 一般財源

 ① 合　計

0.50

9,191

0.50 0.50

22,756

9,652

10,1479,190

0.50

平成22年5月28日

10,210

23,058 24,999

21年度決算

　　　　　　　同　　　上

保険対象の医療費助成

北広島市

内線663

〃  終了予定年度

市民環境部市民課

土谷　繁

事務事業開始年度

　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

部長職名

22年度予算 23年度の予定

・現物給付（医療機関から直接市に請求）

（単位：千円）【２ 実　施 （ドゥ）】

事務区分 課長職名川原　一志

・現金給付（医療機関で診療を受けた医療費を受給者へ償還払い）

章）

施策） 医療体制の充実

上位施策との関連
（総合計画体系）

【１ 計　画 （プラン）】

根拠法令等

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

健康と医療

・保険診療の自己負担分に対する一部助成

節）

　本事業は北海道との共同事業でひとり親家庭等に対して医療費の経済的負担の軽減や健康増進を
図る。

安全で安心できるまち

別紙 １

S48

整理番号 作成部署1204

■自治事務　　□法定受託事務

ひとり親家庭等医療費助成事業事務事業名

作成日

 国支出金

【事業費の推移】

10,147

20年度決算

 地方債

9,553 道支出金

4,642

10,210

 ④ ＝②×③ 4,500

人  件  費
（概算）

4,6424,6773,551 その他特財

目
　
　
的

手
　
　
段

平成21年度まで

対　　象
(誰､又は何を)

意　　図

平成22年度

 ② 人　数（年間）

基 本
指 標

 受給者数　

　受給件数

1,260

総事業費/受給件数

24,999

1,350 1,350

指　　　　　標　　　　　値

9,000

4,500

23年度(予定値)目標値

直接事業費

3,847
成 果

指 標

4,500

指　　　標　　　名

22,361

27,256 29,499

　１回あたり受診コスト

5.815.68 5.81

3,7573,757

受給件数/受給者数
件

円

1,350

【指標の定義（算式等）】

活 動
指 標

1,260

20,763

7,850 7,850

22,361

7,163

　一人あたり平均受給件数



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

妥
当
性

見直し

総 合 判 定
（方向性）

拡大重点化

統合 終了

休止・廃止

　医療費の助成により、ひとり親家庭の保健の向上に資し、福祉の増進
が図られることから現状継続とする。

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

終了統合

総 合 判 定
（ 取 組 ） 現状継続

拡大重点化

今後の方向性に対する意見

統合

終了

現状継続

見直し

拡大重点化

総 合 判 定

（方向性）

見直し 休止・廃止

現状継続

休止・廃止

平成22年度に向けた具体的な方向性

【外部評価】 （外部評価委員会による評価）

現状継続現状継続現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

内部評価委員会による評価

前年度の総合判定

外部評価委員会による評価事務事業担当部局による評価【 参 考 】

整理番号 1204

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

評点区分

公
平
性

【３ 評　価 （チェック）】

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

有
効
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

効
率
性

３

平成20年度における評価　（現状と課題）

 本事業はひとり親家庭等の児童やその母・父が安心し
て暮らせるよう、医療費の一部を助成するもので行政関
与が不可欠であり、市民や社会の要求にも合致してい
る。

法律の義務付けあり

　受給要件に一定の所得制限を設けていることや児童の
年齢あるいは市民税の課税世帯かどうかによって助成額
を区分して受益者負担の公平化を図っている。

３

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

チ ェ ッ ク 項 目

　電算システムにより効率的に実施されている。３

　医療費助成の給付の方法として、現物あるいは現金の
両方を認めており、目的を達成するための手段は有効で
ある。

３

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　3　適切　　　　　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　１　不適切

法律の義務付けなし

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。



電話

　北広島市乳幼児等医療費助成に関する条例

　同条例施行規則

(第 1

(第 1

(第 3

単位

人

① 人

② 件

③ 千円

④

①

②

③

成 果

指 標

【指標の定義（算式等）】

　１回あたり受診コスト

総事業費/受給件数
2,434円

107,506100,315

4,000

52,917 56,520 56,520

3,788

107,506

4,000

14.13件
受給件数/受給者数

2,306

14.13

2,306

13.97

　受給件数

　受給者数

　一人あたり平均受給件数

　給付額

21年度(確定値)

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

活 動
指 標

基 本
指 標

130,337

23年度(予定値)

 受給者数 3,788 4,000 4,000

130,337

23年度の予定

293

指　　　　　標　　　　　値

9,000

17,100

20年度決算

94

38,300 40,18435,429

目標値

150

40,184

150

　・３歳から６歳児の課税世帯等について市独自の助成拡大（H２０年８月から）

０歳から小学校就学前までの乳幼児及び小学生

（単位：千円）

　　　 　同　　上

【２ 実　施 （ドゥ）】

　・小学生の入院について助成(H２０年１０月から）

　・現物給付（市内医療機関及び市外医療機関の一部から審査機関と通じて市に請求）

　・現金給付（市外医療機関で診療を受けた医療費を受給者に償還払い）

平成22年度

上位施策との関連
（総合計画体系）

事務事業開始年度
根拠法令等

【１ 計　画 （プラン）】

章）

節）

S48

9,000

　総　事　業　費  ①＋④

 ③ 1人当り年間平均人件費
人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間）

 ④ ＝②×③ 17,100

9,000

1.90

 その他特財

1.90

直接事業費

目
　
　
的

手
　
　
段

平成21年度まで

対　　象
(誰､又は何を)

意　　図

 地方債

 保険対象の医療費助成（保険診療の自己負担分に対する助成）

内線663

21年度決算

健康と医療

平成22年5月28日

安全で安心できるまち

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

本事業は北海道との共同事業（一部市の上乗せ）で乳幼児等の保健の向上を図る目的から医療費
の一部を助成し、疾病の早期受診、早期治療を促進する。

作成部署事務事業名

　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）

1205 市民環境部市民課

北広島市

課長職名

22年度予算

医療体制の充実

川原　一志

〃  終了予定年度

別紙 １

整理番号

土谷　繁

乳幼児等医療費助成事業

 道支出金

指　　　標　　　名 22年度(予定値）

113,237 113,237

108,631

 ① 合　計

 一般財源

施策）

128,790

1.90

17,10017,100

9,000

91,531 111,690

56,008

1.90

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成日部長職名

【事業費の推移】

72,90372,90373,097

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

 国支出金



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】

【３ 評　価 （チェック）】

平成20年度における評価　（現状と課題）

有
効
性

　本事業は児童が健康に育つことを目的として、医療費
の一部を助成するもので行政の関与が不可欠であり、市
民や社会の要求にも合致している。

評点区分

チ ェ ッ ク 項 目

３

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

　　　　　　　3　適切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　１　不適切

 医療費助成の給付の方法として現物及び現金の両方を
認めており、目的を達成するための手段は有効である。
また、助成金の支払い事務を審査機関に委託化して市外
受診も現物給付が一部可能となり、市民サ-ビスの向上
に繋がっている。

３

法律の義務付けなし法律の義務付けあり

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

公
平
性

３

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

　受給要件に一定の所得制限を設けていることや児童の
年齢あるいは市民税の課税世帯かどうかによって助成額
を区分して受益者負担の公平化を図っている。

整理番号 1205

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

効
率
性

３

　電算システムにより効率的に実施されている。また、
助成医療費の事務の一部を審査機関に委託化し、事務の
効率化も図られている。

妥
当
性

　医療費の助成により、乳幼児等の保健の向上に資し、福祉の増進を図
ることから現状継続とする。

統合

終了

見直し

統合

休止・廃止

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

終了

現状継続前年度の総合判定

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性） 統合

見直し 休止・廃止

現状継続

平成22年度に向けた具体的な方向性

今後の方向性に対する意見

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

━

終了

【 参 考 】 外部評価委員会による評価事務事業担当部局による評価 内部評価委員会による評価

現状継続

総 合 判 定

（方向性）

見直し

現状継続

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

拡大重点化

休止・廃止

【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）【外部評価】 （外部評価委員会による評価）

拡大重点化

現状継続



電話

(第 1

(第 1

(第 3

単位

人

① 人

② 千円

③

④

①

②

③

別紙 １ 平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1206 事務事業名 通院交通費助成事業 作成部署 市民環境部市民課 内線663

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 川原　一志 課長職名 土谷　繁 作成日 平成22年5月28日

事務事業開始年度 平成16年
根拠法令等 北広島市重度心身障害者等通院交通費助成要綱

〃  終了予定年度

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 健康と医療

施策） 医療体制の充実

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

①～③全てに該当する方①3歳以上の重度医療、ひとり親家庭等医療の児童の受給資格者②慢
性的な疾患により医療機関等に定期的かつ長期的に通院等の必要のある方③市町村民税が均
等割のみ課税されている世帯に属する方

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

通院等に要する費用を助成することにより経済的負担を軽減し、福祉の増進を図る。

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

利用した交通機関等の往復運賃及び料金又は往診に要する交通費の相当額で、1カ月2，000円
を限度に実績により助成

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

同　上

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

直接事業費

 国支出金

 道支出金

 地方債

 その他特財

 一般財源 624 639 735 735

 ① 合　計 624 639 735 735

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.50 0.50 0.50 0.50

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ④ ＝②×③ 4,500 4,500 4,500 4,500

　総　事　業　費  ①＋④ 5,124 5,139 5,235 5,235

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

基 本
指 標

　　　　延べ助成者数 82 80 80

活 動
指 標

　　　　延べ助成者数 82 80 80

　　　　助成額 621 706 706

成 果

指 標

　一人当たり助成額
円 7,573 8,825 8,825

助成額/延べ助成者数

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

整理番号 1206
【３ 評　価 （チェック）】

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
本事業は慢性疾患者の通院に掛かる交通費の一部を助
成するもので行政の関与が必要であり、市民や社会の
要求にも合致している。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
助成の方法として公共交通機関をはじめとして自家用
車やタクシ－等の利用も可能としサービスの向上を
図っている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３ 現行人員で効果的な事務処理に努めている。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
て
　いないか

３
受給要件に市民税均等割のみ課税されている世帯とし
受益者負担を考慮している。

評点区分 　　　３　適　切　　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 － － －

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【外部評価】 （外部評価委員会による評価 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

統合

定期的かつ長期的に通院等に要する交通費を助成する。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成22年度に向けた具体的な方向性

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了



電話

（第 1 章）

（第  1 節）

（第  3

23 ～ 年度

採点区分
　　５点　大いに認められる　　　　　４点　認められる　　　　　３点　やや認められる
　　２点　あまり認められない　　　　１点　認められない

適
格
性

個人に対する補助金等は(1)及び(2)の項目について採点
し、団体等に対する補助金等は全項目について採点す
る。
(1)支出手続が、法令、条例、規則、要綱等に基づいてい
ること
(2)支出目的、範囲が法令の規定に抵触していないこと
(3)団体等の会計処理及び補助金等の使途が適切であるこ
と
(4)団体等において適正な監査機能を有していること
(5)団体等の事業活動の内容と補助の目的との整合がとれ

4
助成の目的、支給要件等について要綱を定めて
実施している。
（3）～（5）は該当しない。

採点合計 32

効
果
性

(1)効果が広く市民にいきわたり、特定の者のみの利益に
供することのないもの

4 市内に居住する受給要件に該当する方を対
象として、通院交通費の経済的負担の軽減
に対して効果がある。(2)補助金等の交付に対して費用対効果が認められる 4

必
要
性

(1)事業活動の目的や内容等が社会経済情勢に合致してい
る

4 当該交通費助成制度は医療費助成制度と相
まって、経済的負担の軽減策として助成す
べき事業である。(2)行政と市民の役割分担の中で、真に補助すべき事業・

活動である
4

チェック項目 採点 選択理由、説明等

公
益
性

次の項目のいずれかに該当していること
(1)住民自治の向上、市民の福祉・健康増進が図られるも
の
(2)市民の安全で安心な生活に寄与するもの
(3)市民の教育、文化、スポーツの振興に寄与するもの
(4)地域の経済、産業の振興、雇用の促進に寄与するもの
(5)市の施策として推進する事業を団体又は個人に対し積
極的に奨励しようとするもの

4 慢性的な疾患者の通院等に掛かる交通費を
助成することにより経済的負担を軽減する
ことにより福祉の増進が図られ、市民の安
心な生活に寄与している。
（3）～（5）は該当しない。

×３＝

12

 法律・北海道条令等で実施が義務付けられている事務事業か　　□有　　　　■無

評　価　

735

合　計 639 735 0 735

その他特財

道支出金

交付金額

国支出金

地方債

一般財源 639 735

【費用の予定額】 （単位：千円）

区　　　　分 21年度決算額 22年度予算額
23年度以降予定額

毎年度

（総合計画での
  位置付け）

節 健康と医療

施策 　　医療体制の充実 施策）

補助金等の概要
慢性的な疾患等により医療機関等に定期的かつ長期的に通院し又は往診の必要のある重度

心身障がい者、ひとり親家庭等の児童および乳幼児に対し当該通院、往診に要する交通費に
ついて助成を行うことにより経済的負担を軽減し、もって福祉の増進を図る。

上位施策との関連 章 　　　　　安全で安心できるまち

平成22年5月28日

交付開始年度 平成16年
根拠法令等 　北広島市重度心身障害者等通院交通費助成要綱

〃  終了予定年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務　 部長職名 川原　一志 課長職名 土谷　繁

別紙 ３ 　平成２２年度補助金等評価調書（現行補助金用）

作成日

整理番号 1206 補助金等名
北広島市重度心身障害者等通

院交通費助成制度
作成部署 市民環境部市民課 内線663



電話

(第 1

(第 1

(第 3

単位

① 回

② 人

③ 千円

④ 人

①

②

③

【指標の定義（算式等）】

19+02 1902
記念講演経費/参加者数

【指標の定義（算式等）】

記念講演参加者数 550 340 550 550

成 果

指 標

参加者一人当たり経費
円 1902 3077

100 100

記念講演経費 1,046 1,046 1,046 1,046

活 動
指 標

救急医療研修会（医師） 5 5 5 5

研修会参加医師数 100 100

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 180 180 180 180

　総　事　業　費  ①＋④ 2,332 2,332 2,332 2,332

0.02

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 2,152 2,152 2,152 2,152

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.02 0.02 0.02

 その他特財

 一般財源 2,152 2,152 2,152 2,152

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　在宅当番医（内科・外科）制度、救急医療（夜間急病センター）についての啓発と救急医療記
念講演会等の開催を委託

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　同　上

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　市民の健康保持のため、急病在宅当番医（内科・外科）制度、急病医療についての理解と受診
等について啓発

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 健康と医療

施策） 医療体制の充実

事務事業開始年度 Ｓ５６
根拠法令等 「救急の日」及び「救急医療週間」啓発普及事業実施要綱（市で制定）

〃  終了予定年度

８０６

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 古宇田昇克 作成日 平成22年5月31日

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1901 事務事業名
救急医療事業

（救急医療啓発普及）
作成部署 健康推進課



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

平成23年度に向けた具体的な方向性

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

統合

　国の「救急医療週間」にあわせ、救急医療等に関する記念講演を実施
している。例年参加者も多く、市民の救急医療に関する正しい理解と認
識を深めることに役立っているので、今後も必要な事業と考える。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３
　医師の救急医療の知識の向上に欠かせない事業とし
て、また、市民の救急医療の啓発に貢献している。

評点区分 　　　３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　医療に関する記念講演会の参加者数は、多数あり、講
演会の開催は疾病を抱えた市民にとっても、健康な市民
にとっても救急医療知識等の向上に有効な事業である。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
　在宅当番医の計画調整上、欠かせない事業であり、さ
らに、「救急の日」・「救急医療週間」の事業は、市民
にとっての救急医療知識の普及に貢献している。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３

　在宅当番医（内科・外科・小児科）の在宅医療計画と
調整をおこなっており、市民の救急医療の対応に欠かせ
ない事業である。さらに市民の救急医療等についての啓
発のためのポスター・チラシの作成、講演会を通して市
民に救急医療知識の啓発普及するために妥当な事業であ
る。

整理番号 1901
【３ 評　価 （チェック）】



電話

(第 1

(第 1

(第 3

単位

① 人

② 人

③

④

①

②

③

【指標の定義（算式等）】

9.84 9.84
受診者数/受診対象者数

受診者一人当たり経費
円 3,982 3,765 3,981 3,981

総事業費/受診者数

成 果

指 標

受診率
％ 9.84 10.40

6,000 6,000活 動
指 標

受診対象者数 61,000 61,000 61,000 61,000

受診者数 6,000 6,344

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 270 270 270 270

　総　事　業　費  ①＋④ 23,893 23,886 23,886 23,886

0.03

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 23,623 23,616 23,616 23,616

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.03 0.03 0.03

 その他特財

 一般財源 23,623 23,616 23,616 23,616

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

次の時間帯に在宅の当番医により救急医療を実施
※平日（午後５時～午後７時・翌日午前７時～午前９時）
※土曜日（正午～午後７時）
※日曜・祝日（午前７時～午後７時・翌日午前７時～午前９時）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　同　上

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　市民の健康保持のため、通常診療時間と夜間急病センター診療時間以外の時間帯の救急医療体
制の確立を目的としている。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 健康と医療

施策） 医療体制の充実

事務事業開始年度 Ｓ５６
根拠法令等 北広島市急病医療業務の実施に関する協定書（市と北広島医師会）

〃  終了予定年度

８０６

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 古宇田昇克 作成日 平成22年5月31日

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1902 事務事業名
救急医療事業

（在宅当番医制）
作成部署 健康推進課



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

平成23年度に向けた具体的な方向性

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

統合

　市民の安全安心を確保する上で医療機関と急病センターとの空白を埋
める医療体制を確保する必要があり、市内医療機関の中でも一部に夜間
まで診療している所もあるが、引き続き現行どおり事業を進めていく。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３ 　受益者負担について、保険診療であり適正である。

評点区分 　　　３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　一定の利用者があり、救急医療体制の確立が図られて
いる。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
　市民の安全・安心に向けた救急医療は、市独自で施設
を持って医療を行うよりも、市内医療機関の医師に協力
いただいたほうが経費面で廉価に実施できる。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　市民のため、年中２４時間体制で、救急医療に対応す
ることとなり、救急患者の医療に常時対応できる体制が
確立できている。

整理番号 1902
【３ 評　価 （チェック）】



電話

(第 1

(第 1

(第 3

単位

① 人

② 人

③

④

①

②

③

【指標の定義（算式等）】

0.10 0.10
受診者数/受診対象者数

受診者一人当たり経費
円 7,183 8,745 6,767 6,767

総事業費/受診者数

成 果

指 標

受診率
％ 0.10 0.09

60 60活 動
指 標

受診対象者数 61,000 61,000 61,000 61,000

受診者数 60 47

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 90 90 90 90

　総　事　業　費  ①＋④ 431 411 406 406

0.01

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 341 321 316 316

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.01 0.01 0.01

 その他特財

 一般財源 341 321 316 316

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　日曜・祝祭日の午前９時30分～午後０時30分の時間帯で歯の救急患者の診療にあたる。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　同　上

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　休日における市民の歯の急病に対応するため、千歳市、恵庭市、北広島市の３市共同事業で３
市の歯科医院の輪番により日曜、祝祭日の急患の診療を行う。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 健康と医療

施策） 医療体制の充実

事務事業開始年度 Ｈ１７
根拠法令等 歯科休日等当番医制の実施に関する協定書（市と（社）千歳歯科医師会）

〃  終了予定年度

８０６

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 古宇田昇克 作成日 平成22年5月31日

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1903 事務事業名
救急医療事業

（歯科休日等在宅当番医制）
作成部署 健康推進課



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

平成23年度に向けた具体的な方向性

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

統合

市民の健康保持のため現状の医療体制を確保する必要がある。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３ 　受益者負担について、保険診療であり適正である。

評点区分 　　　３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　少ないながらも利用者があり、市民の安心安全が図ら
れている。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
　地元当番医が少ない分、３市の中では一番利用者が少
ない。費用は３市共同事業のため単独で実施するよりも
安価に実施できる。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　市民のため、休日の歯の救急医療に対応するもので、
３市共同で救急患者の医療に対応できる体制を設けた。

整理番号 1903
【３ 評　価 （チェック）】



電話

(第 1

(第 1

(第 3

単位

① 人

② 人

③

④

①

②

③

【指標の定義（算式等）】

4.26 4.26
受診者数/受診対象者数

受診者一人当たり経費
円 36,785 41,727 33,930 33,930

総事業費/受診者数

成 果

指 標

受診率
％ 4.26 3.37

2,600 2,600活 動
指 標

受診対象者数 61,000 61,000 61,000 61,000

受診者数 2,600 2,054

基 本
指 標

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

 ④ ＝②×③ 450 450 450 450

　総　事　業　費  ①＋④ 95,640 85,708 88,217 88,217

0.05

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ① 合　計 95,190 85,258 87,767 87,767

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.05 0.05 0.05

 その他特財 16,606 18,343 18,536 18,536

 一般財源 78,584 66,915 69,231 69,231

 地方債
直接事業費

 国支出金

 道支出金

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　夜間急病センター管理運営を指定管理者である（財）北広島市夜間急病協会に委託し、人件費
相当額は交付金で対応する。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　同　上

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

市民

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

夜間における救急体制を確立し、応急的な診察を行い地域住民の健康保持に寄与する。

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 健康と医療

施策） 医療体制の充実

事務事業開始年度 Ｓ５６
根拠法令等

北広島市夜間急病センター条例
北広島市公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例〃  終了予定年度

８０６

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 部長職名 三熊秀範 課長職名 古宇田昇克 作成日 平成22年5月31日

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1904 事務事業名
救急医療事業

（夜間急病センター管理運営）
作成部署 健康推進課



評点

□ ■

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

平成23年度に向けた具体的な方向性

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了

統合

　昭和56年の開設以来、医師会の協力を得ながら、夜間における治療を
必要とする市民の医療を確保しており、引き続き事業の継続が必要と考
える。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し

－ 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３ 　受益者負担については、保険診療で有り適正である。

評点区分 　　　３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　　　１　不適切

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３

　インフルエンザの流行の有無によって受診者数が左右
されるが、夜間における受診者の全人口に対する割合は
ほぼ４％前後で、夜間における救急患者に対応している
ので、市民にとっての有効性が高い。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３

　救急医療に対する市民のニーズが高く、年中無休の体
制をとっており、夜間であって迅速に診療できる利便性
をもっている。市民の健康の安全安心を図る上で現在の
嘱託医師による夜間急病センターの運営が効率的であ
る。

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　夜間における救急体制を確立し、応急的な診察を行い
市民の健康保持に寄与している。

整理番号 1904
【３ 評　価 （チェック）】



％ ％ ％

％ ％ ％

補助・交付金の算出根拠
①急病協会の職員に係る経費
②急病センターの医師に係る経費
③急病センターの運営に係る経費

 対象経費に対する補助
 または交付金の割合

（Ａ）÷（Ｄ） 100.00 100.00 100.00

 補助・交付金の対象経費
 （項目）

事業費 事業費 事業費

 補助・交付金の対象経費
 （金額）

（Ｄ） 95,190 85,258 88,061

 全体支出に対する本市
 補助・交付金の割合 （Ａ）÷（Ｃ）

100.00 100.00 100.00

繰 越 金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 0 0

急病センター運営費 7,087 7,258 7,258

支　出　合　計 （Ｃ） 95,190 85,258 88,061

使用料 3,190 3,280 3,411

法人運営費 357 361 300

職員退職金 8,403 0 0

報償費 39,605 39,625 39,606

賃金 3,399 4,876 3,812

支　　出

給料 19,819 17,385 19,282

職員手当、共済費 13,330 12,473 14,392

収　入　合　計 （Ｂ） 95,190 85,258 88,061

収　　入

本市補助･交付金の額（Ａ） 95,190 85,258 88,061

【交付先団体等の決算･予算の状況 （単位：千円）

区　　　　分 ２０年度 (決算) ２１年度 (決算) ２２年度 (予算)

事務局の状況
（20年度）

■補助団体にある □市役所にある

補助金等の充当
状況（20年度）

□運営費のみに充当 □事業費のみに充当 ■運営費・事業費の双方に充当

 構成員(団体)数 （21年3月末現在）

 交付先団体等の
 活動目的

夜間における市民の急病に対し応急的な診療を行い、市民の健康維持に寄与する。

 交付先団体等の
 活動内容

・急病患者の応急的な診療に関する業務
・使用料（診療点数による診療費）

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 夜間急病センター交付金

交付先の名称
及び代表者名

財団法人　北広島市夜間急病協会　理事長　小柳　崇 設立年 昭和５６年

別紙 ２ 付　　　　　表

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書

整理番号 1904 ＜継続用＞



電話

(第 1

(第 1

(第 3

単位

① 枚

② 件

③ 円

④ 円

①

②

③

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1208 事務事業名
医療費適正化特別対策事業費

（国保会計）
作成部署 市民環境部市民課 内線658

事務区分 □自治事務　　■法定受託事務 部長職名 川原　一志 課長職名 土谷　　繁 作成日 平成22年5月20日

事務事業開始年度 昭和34年
根拠法令等 国民健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号、昭和34年1月1日施行）

〃  終了予定年度

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 健康と医療

施策） 医療体制の充実

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

国民健康保険法第6条に該当する者を除いた全ての市民（強制加入）

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　加入者が、病気、けが、出産および死亡の場合に保険給付を安心して受けられる健全な運営を
確保するとともに、医療費の適正化を図る。

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　①レセプト点検・過誤請求事務資格の得喪管理事務
　②保険制度の周知、健康づくりの意識の高揚を目的とした広報活動（広報紙：健康ネットワー
ク）
　③第三者行為求償事務（委託業務）

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

同　　　上

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

直接事業費

 国支出金

 道支出金 4,173 6,304 5,822 5,822

 地方債

 その他特財 9,873 7,392 8,230 8,230

 一般財源

 ① 合　計 14,046 13,696 14,052 14,052

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.20 0.40 0.40 0.40

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ④ ＝②×③ 1,800 3,600 3,600 3,600

　総　事　業　費  ①＋④ 15,846 17,296 17,652 17,652

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

基 本
指 標

活 動
指 標

レセプト枚数 222,339 228,000 233,000

第三者行為求償件数 2 91 60

レセプト点検効果額（内容・資格） 18,431,000 20,000,000 21,000,000

第三者行為求償額 116,529 2,190,592 3,100,000

成 果

指 標

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】



評点

■ □

□

■

□

□

□ □ ■ □

□ □ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

整理番号 1208
【３ 評　価 （チェック）】

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
　国保事業自体が法令に基づいた社会保障として公共性
を持って運営されている事業であり、その適正な執行を
目的とした事業であることから妥当である。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３

　レセプト点検においては、有資格者である非常勤職員
が点検業務に専念している。また、第三者行為求償事務
については、H21年度から事務の一部を委託し効果的な
執行を行っていることから、実施手法は有効と考える。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
　上記の体制で実施しているが、特に第三者行為求償事
務については、委託により効果的な執行となっていると
考える。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３ 　国保税以外の受益者負担はない。

評点区分 　　　３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続 － 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

統合

　レセプト点検においては、H23年度からのレセプトの電子化に対応
し、業務委託化を予定。また、第三者行為求償事務については、現行維
持。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了



電話

(第 1

(第 1

(第 3

単位

① 回

② 人

③ 枚

④

①

②

③

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1210 事務事業名 保健衛生普及費（国保会計） 作成部署 市民環境部市民課 内線658

事務区分 □自治事務　　■法定受託事務 部長職名 川原　一志 課長職名 土谷　　繁 作成日 平成22年5月20日

事務事業開始年度 昭和34年
根拠法令等 国民健康保険法（昭和33年12月27日法律第192号、昭和34年1月1日施行）

〃  終了予定年度

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 健康と医療

施策） 医療体制の充実

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

国民健康保険法第6条に該当する者を除いた全ての市民（強制加入）

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

　加入者が、病気、けが、出産および死亡の場合に保険給付を安心して受けられる健全な運営を確
保するとともに、保健師等の管内担当者との研修や、被保険者の保健活動の啓蒙を図るとともに情
報提供する。

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

　管内保健事業研修会の参加及び、保健活動啓蒙パンフレットを作成し、窓口配布、各種教室、講
演会資料に利用し、普及に役立てる。

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

同　　　上

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

直接事業費

 国支出金

 道支出金

 地方債

 その他特財 140 121 134 134

 一般財源

 ① 合　計 140 121 134 134

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 0.05 0.05 0.05 0.05

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000 9,000

 ④ ＝②×③ 450 450 450 450

　総　事　業　費  ①＋④ 590 571 584 584

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

基 本
指 標

活 動
指 標

研修会開催 4 4 4

研修会参加者数 6 6 6

パンフレットの作成 4,450 4,500 4,500

パンフレットの利用事業 15 15 15

成 果

指 標

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】

【指標の定義（算式等）】



評点

■ □

■

□

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

整理番号 1210
【３ 評　価 （チェック）】

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３

　国保事業自体が法令に基づいた社会保障として公共性
を持って運営されている事業であり、これに係る職員の
研鑽及び被保険者の意識の啓蒙活動であることから妥当
である。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３
　職員の研鑽が図られる。また、被保険者の意識の啓蒙
活動用資料としてのパンフレットの作成は有効と考え
る。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３ 上記のことから効果的な執行となっていると考える。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３ 国保税以外の受益者負担はない。

評点区分 　　　３　適切　　　　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状継続 － 現状継続

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

統合

　保健師等の研修や、被保険者の保健活動の啓蒙を図るとともに情報提
供を継続していく。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了



電話

(第 1

(第 1

(第 2

単位

① 人

② 人

①

②

別紙 １ 　　　　平成２２年度 事務事業評価調書（継続用）
北広島市

整理番号 1216 事務事業名
特定健康診査・特定保健指導事業

（国保会計）
作成部署 市民部環境市民課 内線658

事務区分 □自治事務　　■法定受託事務 部長職名 川原　一志 課長職名 土谷　　繁 作成日 平成21年5月27日

事務事業開始年度 平成20年度
根拠法令等 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）

〃  終了予定年度

【１ 計　画 （プラン）】

上位施策との関連
（総合計画体系）

章） 安全で安心できるまち

節） 健康と医療

施策） 保健予防の推進

目
　
　
的

対　　象
(誰､又は何を)

４月１日現在北広島市国民健康保険に加入している方で、実施年度内に４０歳以上７４歳に到達
する方（75歳の誕生日前日まで）

意　　図

 ※ 何をねらっているのか。対象をどのような状態にしたいのか。

内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）該当者及び予備軍の発見と予防改善に努め、被保
険者の医療費の抑制と健康の推進を目的とする。

①健診機関との健診委託契約の締結及び健診機関との事務処理調整

②受診券等の発送

③要望団体への出前講座等による制度説明

④集団検診・送迎バス健診の実施（がん検診との同時開催）

⑤特定保健指導の実施

⑥国庫・道負担金交付申請事務

平成22年度

 ※ 市が行う事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

平成21年度と同様に実施するほか、e－ＧＦＲ値の通知、主治医意見書の導入、検査結果説明会の
開催等を実施予定。

【２ 実　施 （ドゥ）】 （単位：千円）

手
　
　
段

平成21年度まで

 ※ 市が行った事務事業（団体補助等の場合は、その補助金による団体の活動内容）

【事業費の推移】 20年度決算 21年度決算 22年度予算 23年度の予定

直接事業費

 国支出金 3,079 5,749 8,318 11,478

 道支出金 3,079 5,749 8,318 11,478

 地方債

 その他特財 21,104 18,243 35,902 49,546

 一般財源

 ① 合　計 27,262 29,741 52,538 72,502

人  件  費
（概算）

 ② 人　数（年間） 3.20 3.20 4.00

 ③ 1人当り年間平均人件費 9,000 9,000 9,000

 ④ ＝②×③ 0 28,800 28,800 36,000

　総　事　業　費  ①＋④ 27,262 58,541 81,338 108,502

【事務事業を評価する指標（ものさし）】 指　　　　　標　　　　　値

指　　　標　　　名 目標値 21年度(確定値) 22年度(予定値） 23年度(予定値)

基 本
指 標

活 動
指 標

特定健診受診者数 2,671 4,200 5,800

特定保健指導の実施者数 128 190 300

成 果

指 標

実施計画上の受診率
％ 25% 35% 50%

実施計画上の指導率
％ 25% 35% 40%



評点

■ □

□

■

□

□

□ □ □ □

□ ■ □ □

□

□

□

□

□ □ □

□ □ □

整理番号 1216
【３ 評　価 （チェック）】

チ ェ ッ ク 項 目 平成21年度における評価　（現状と課題）

妥
当
性

・市民や社会の要求に合致しているか
・上位施策を達成するために必要な事務事業か
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か
　（公共性・公益性の度合）

３
法令及び市実施計画に基づいた健診及び保健指導であり
妥当である。

有
効
性

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か
　（手段有効度合）

３

健診受診率及び保健指導指導率とも実施計画目標率を上
回った。受診券、指導利用券とも対象者の申請を要さず
市側からの送付していること、北広島医師会（市内医療
機関）及び対がん協会との委託契約により健診機関の利
便性に配慮していることから有効と考える。

効
率
性

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか　（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３

健診委託料については、医師会との協議単価であり、保
健指導については市職員による直営による実施であるこ
とから適正な費用と考える。また、計画受診率等を上
回ったことから効果が得られていると考える。

公
平
性

・受益者負担は適正か
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏って
　いないか

３
年齢（70歳以上）及び前年度の住民税課税状況により、
負担額設定を行っていることから、適正な負担と考え
る。。

評点区分 　　　３　適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

 【法律で実施が義務付けられている事務事業か】 法律の義務付けあり 法律の義務付けなし

【民間活力の活用性評価】

（事業担当部局が評価）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

【 参 考 】 事務事業担当部局による評価 外部評価委員会による評価 内部評価委員会による評価

前年度の総合判定 現状維持 現状維持

【４ 総合判定と今後の方向性（アクション）】

【外部評価】 （外部評価委員会による評価） 【自己評価】　（事務事業担当部局による評価）

総 合 判 定

（方向性）

拡大重点化 総 合 判 定
（ 取 組 ）

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 現状継続 統合 終了

見直し 平成23年度に向けた具体的な取組　（課題と解決方法等）

統合

健診受診率及び保健指導指導率とも実施計画目標率を上回るよう、健診
体制の充実を図りより一層の住民周知を行う。

休止・廃止

終了

今後の方向性に対する意見

【内部評価】　（内部評価委員会による評価）

総 合 判 定
（方向性）

平成23年度に向けた具体的な方向性

拡大重点化 見直し 休止・廃止

現状継続 統合 終了


